
第１号議案 

   令和７年度新城市一般会計補正予算（第６号）の専決処分の承認 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第３項の規定により、議会の承

認を求める。 

  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   

 

専決第１号 

   令和７年度新城市一般会計補正予算（第６号） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別冊

のとおり専決処分する。 

  令和８年１月１９日専決 

新城市長 下 江 洋 行   

 

 



第２号議案 

   令和７年度新城市一般会計補正予算（第７号）の専決処分の承認 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第３項の規定により、議会の承

認を求める。 

  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   

 

専決第２号 

   令和７年度新城市一般会計補正予算（第７号） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別冊

のとおり専決処分する。 

  令和８年１月２６日専決 

新城市長 下 江 洋 行   

 

 



第３号議案 

   令和７年度新城市一般会計補正予算（第８号）の専決処分の承認 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第３項の規定により、議会の承

認を求める。 

  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   

 

専決第４号 

   令和７年度新城市一般会計補正予算（第８号） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定により、別冊

のとおり専決処分する。 

  令和８年２月２日専決 

新城市長 下 江 洋 行   

 

 



第４号議案 

   控訴の提起の専決処分の承認 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第３項の規定により、議会の承

認を求める。 

  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   

 

専決第３号 

   控訴の提起 

 横浜地方裁判所令和６年（ワ）第２７１７号損害賠償請求事件に関し、控訴を提起

したいから、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項本文の規定に

より、次のとおり専決処分する。 

  令和８年１月２６日専決 

新城市長 下 江 洋 行   

 

１ 被控訴人となるべき者（第１審原告） 

                                   

        

２ 事件の概要 

  市が設置し、指定管理者が管理する鳳来ゆ～ゆ～ありいなのウォータースライダ

ーで右手小指を切断する事故に遭ったと主張する原告が、市に対しては国家賠償法

（昭和２２年法律第１２５号）第２条第１項による損害賠償請求権に基づき、指定

管理者に対しては民法（明治２９年法律第８９号）第７１７条第１項による損害賠

償請求権に基づき、損害金２１０５万５１５０円及びこれに対する本件事故日から

支払済みまで年３％の割合による遅延損害金の連帯支払を求めたもの。 

３ 第１審判決の内容 

 ⑴ 被告らは、原告に対し、連帯して２０９６万７０３９円及びこれに対する令和

５年７月２９日から支払済みまで年３％の割合による金員を支払え。 

 ⑵ 原告のその余の請求をいずれも棄却する。 

 ⑶ 訴訟費用は、被告らの負担とする。 



 ⑷ この判決は、⑴に限り、仮に執行することができる。 

   ただし、被告市が１５００万円の担保を供するときは、被告市は⑴の仮執行を

免れることができる。 

４ 控訴の趣旨 

 ⑴ 原判決の取消し 

 ⑵ 訴訟費用は、第１審、第２審とも被控訴人の負担 



第５号議案 
   新城市放置自転車等の撤去等に関する条例の制定 
 新城市放置自転車等の撤去等に関する条例を次のように定めるものとする。 
  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   
 
   新城市放置自転車等の撤去等に関する条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、道路、公園その他公共の用に供する場所に放置された自転車等の撤去等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 自転車等 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第２条第１項第１０号に規定する原動機付自転車又は同項第１１号の２に規

定する自転車をいう。 

 ⑵ 自転車等駐車場 一定の区画を限って設置される自転車等の駐車のための施設をいう。 

 ⑶ 放置 自転車等の利用者又は所有者（以下「利用者等」という。）が当該自転車等を離れて一定の期間にわたり利用していない状

態にあることをいう。 

 （公共の用に供する場所に放置された自転車等の撤去等） 

第３条 市長は、道路、公園その他公共の用に供する場所（自転車等駐車場を除く。）において自転車等の放置により良好な環境を確保

し、その機能の低下を防止するため必要があると認める場合は、当該自転車等を速やかに適切な場所に移動すべき旨を告知する注意札

を当該自転車等に取り付けることができる。 

２ 市長は、前項の規定により注意札を取り付けたにもかかわらず、当該自転車等が注意札を取り付けた日から起算して７日間同一の場

所にあるときは、当該自転車等を撤去し、あらかじめ市長が定めた場所において保管することができる。 

 （保管した自転車等に対する措置） 

第４条 市長は、前条第２項の規定により自転車等を撤去し、保管したときは、遅滞なく、当該自転車等を撤去し、保管した旨その他規

則で定める事項を公示しなければならない。この場合において、市長は、当該自転車等を利用者等に返還するために必要な措置を講ず

るものとする。 

２ 市長は、前項の規定による公示及び必要な措置を講じたにもかかわらず、同項の規定による公示の日から起算して６月を経過しても

なお前条第２項の規定により保管した自転車等を返還することができないときは、これを処分することができる。 

 （自転車等駐車場に放置された自転車等の撤去等） 

第５条 前２条の規定は、市が設置し、又は管理する自転車等駐車場内において放置と認められる自転車等がある場合について準用す

る。この場合において、第３条第２項中「７日間」とあるのは「３０日間」とする。 



 （委任） 

第６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

  

   理 由 

 この案を提出するのは、道路、公園その他公共の用に供する場所に放置された自転車等を撤去等するため必要があるからである。 



第６号議案 
   新城市行政手続条例の一部改正 
 新城市行政手続条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 
  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   
 
   新城市行政手続条例の一部を改正する条例 
 新城市行政手続条例（平成１７年新城市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

（聴聞の通知の方式） （聴聞の通知の方式） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない場合においては、

第１項の規定による通知を、公示の方法によって行うことができる。 

３ 行政庁は、不利益処分の名宛人となるべき者の所在が判明しない場合においては、

第１項の規定による通知を、その者の氏名、同項第３号及び第４号に掲げる事項並び

に当該行政庁が同項各号に掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に交付する旨

を当該行政庁の事務所の掲示場に掲示することによって行うことができる。この場合

においては、掲示を始めた日から２週間を経過したときに、当該通知がその者に到達

したものとみなす。 

４ 前項の公示の方法による通知は、不利益処分の名宛人となるべき者の氏名、第１項

第３号及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に掲げる事項を記載した

書面をいつでもその者に交付する旨（以下この項において「公示事項」という。）を

規則で定める方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置くととも

に、公示事項が記載された書面を当該行政庁の事務所の掲示場に掲示し、又は公示事

項を当該事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をすることがで

きる状態に置く措置をとることによって行うものとする。この場合においては、当該

措置を開始した日から２週間を経過したときに、当該通知がその者に到達したものと

〔新設〕 



みなす。 

（代理人） （代理人） 

第１６条 前条第１項の通知を受けた者（同条第４項後段の規定により当該通知が到達

したものとみなされる者を含む。以下「当事者」という。）は、代理人を選任するこ

とができる。 

第１６条 前条第１項の通知を受けた者（同条第３項後段の規定により当該通知が到達

したものとみなされる者を含む。以下「当事者」という。）は、代理人を選任するこ

とができる。 

２～４ （略） ２～４ （略） 

（続行期日の指定） （続行期日の指定） 

第２２条 （略） 第２２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 第１５条第３項及び第４項の規定は、前項本文の場合において、当事者又は参加人

の所在が判明しないときにおける通知の方法について準用する。この場合において、

同条第３項及び第４項中「不利益処分の名宛人となるべき者」とあるのは「当事者又

は参加人」と、同項中「とき」とあるのは「とき（同一の当事者又は参加人に対する

２回目以降の通知にあっては、当該措置を開始した日の翌日）」と読み替えるものと

する。 

３ 第１５条第３項の規定は、前項本文の場合において、当事者又は参加人の所在が判

明しないときにおける通知の方法について準用する。この場合において、同条第３項

中「不利益処分の名宛人となるべき者」とあるのは「当事者又は参加人」と、「掲示

を始めた日から２週間を経過したとき」とあるのは「掲示を始めた日から２週間を経

過したとき（同一の当事者又は参加人に対する２回目以降の通知にあっては、掲示を

始めた日の翌日）」と読み替えるものとする。 

（聴聞に関する手続の準用） （聴聞に関する手続の準用） 

第２９条 第１５条第３項及び第４項並びに第１６条の規定は、弁明の機会の付与につ

いて準用する。この場合において、第１５条第３項中「第１項」とあるのは「第２８

条」と、同条第４項中「第１項第３号及び第４号」とあるのは「第２８条第３号」

と、第１６条第１項中「前条第１項」とあるのは「第２８条」と、「同条第４項後

段」とあるのは「第２９条において準用する第１５条第４項後段」と読み替えるもの

とする。 

第２９条 第１５条第３項及び第１６条の規定は、弁明の機会の付与について準用す

る。この場合において、第１５条第３項中「第１項」とあるのは「第２８条」と、

「同項第３号及び第４号」とあるのは「同条第３号」と、第１６条第１項中「前条第

１項」とあるのは「第２８条」と、「同条第３項後段」とあるのは「第２９条におい

て準用する第１５条第３項後段」と読み替えるものとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和８年５月２１日から施行する。 

 （経過措置） 



２ この条例による改正後の新城市行政手続条例（以下「改正後の条例」という。）第１５条第３項及び第４項（これらの規定を改正

後の条例又は他の条例において準用する場合を含む。）の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後にする通知

について適用し、施行日前にした通知については、なお従前の例による。 

 

   理 由 

 この案を提出するのは、行政手続法の一部改正に伴い、規定を整理するため必要があるからである。 



第７号議案 
   新城市税条例の一部改正 
 新城市税条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 
  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   
 
   新城市税条例の一部を改正する条例 

 新城市税条例（平成１７年新城市条例第９１号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

（公示送達） （公示送達） 

第１８条 法第２０条の２の規定による公示送達は、公示事項（同条第２項に規定する

公示事項をいう。以下この条において同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９年総理

府令第２３号。以下「施行規則」という。）第１条の８第１項に規定する方法により

不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置をとるとともに、公示事項が

記載された書面を新城市公告式条例（平成１７年新城市条例第４号）第２条第２項に

規定する掲示場に掲示し、又は公示事項を市の事務所に設置した電子計算機の映像面

に表示したものの閲覧をすることができる状態に置く措置をとることによってするも

のとする。 

第１８条 法第２０条の２の規定による公示送達は、新城市公告式条例（平成１７年新

城市条例第４号）第２条第２項に規定する掲示場に掲示して行うものとする。 

（納税証明事項） （納税証明事項） 

第１８条の３ 施行規則第１条の９第２号に規定する事項は、道路運送車両法（昭和２

６年法律第１８５号）第５９条第１項に規定する検査対象軽自動車又は２輪の小型自

動車について天災その他やむを得ない事由により種別割を滞納している場合において

その旨とする。 

第１８条の３ 地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」と

いう。）第１条の９第２号に規定する事項は、道路運送車両法（昭和２６年法律第１

８５号）第５９条第１項に規定する検査対象軽自動車又は２輪の小型自動車について

天災その他やむを得ない事由により種別割を滞納している場合においてその旨とす

る。 

附 則 



（施行期日） 

１ この条例は、地方税法等の一部を改正する法律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に掲げる規定の施行の日から施行す

る。 

（公示送達に関する経過措置） 

２ この条例による改正後の新城市税条例第１８条の規定は、前項に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日

前にした公示送達については、なお従前の例による。 

 

   理 由 

 この案を提出するのは、地方税法の一部改正に伴い、規定を整理するため必要があるからである。 



第８号議案 
   新城市職員の修学部分休業に関する条例等の一部改正 
 新城市職員の修学部分休業に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 
  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   
 

（新城市職員の修学部分休業に関する条例の一部改正） 
第１条 新城市職員の修学部分休業に関する条例（平成１７年新城市条例第４６号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

（修学部分休業取得中の給与） （修学部分休業取得中の給与） 

第３条 職員が修学部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、新城市職員の給与に

関する条例（平成１７年新城市条例第５６号）第２４条の規定にかかわらず、その勤

務しない１時間につき、給料月額並びにこれに対する地域手当及び管理職手当並びに

初任給調整手当（第一種初任給調整手当及び第二種初任給調整手当をいう。）の月額

の合計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもので除し

て得た額を減額して給与を支給する。 

第３条 職員が修学部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、新城市職員の給与に

関する条例（平成１７年新城市条例第５６号）第２４条の規定にかかわらず、その勤

務しない１時間につき、給料月額並びにこれに対する地域手当及び管理職手当並びに

初任給調整手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に５

２を乗じたもので除して得た額を減額して給与を支給する。 

 

（新城市職員の高齢者部分休業に関する条例の一部改正） 

第２条 新城市職員の高齢者部分休業に関する条例（平成１７年新城市条例第４７号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

（高齢者部分休業取得中の給与） （高齢者部分休業取得中の給与） 

第３条 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、新城市職員の給与

に関する条例（平成１７年新城市条例第５６号）第２４条の規定にかかわらず、その

勤務しない１時間につき、給料月額並びにこれに対する地域手当及び管理職手当並び

第３条 職員が高齢者部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、新城市職員の給与

に関する条例（平成１７年新城市条例第５６号）第２４条の規定にかかわらず、その

勤務しない１時間につき、給料月額並びにこれに対する地域手当及び管理職手当並び



に初任給調整手当（第一種初任給調整手当及び第二種初任給調整手当をいう。）の月

額の合計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたもので除

して得た額を減額して給与を支給する。 

に初任給調整手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を１週間当たりの勤務時間に

５２を乗じたもので除して得た額を減額して給与を支給する。 

 

 （新城市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第３条 新城市職員の給与に関する条例（平成１７年新城市条例第５６号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

（給与） （給与） 

第２条 前条の給与とは、給料、管理職手当、初任給調整手当（第一種初任給調整手当

及び第二種初任給調整手当をいう。第２３条において同じ。）、扶養手当、地域手

当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、時間外勤務手当、休日勤

務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、

特殊勤務手当及び退職手当をいう。 

第２条 前条の給与とは、給料、管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、

住居手当、通勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、時間外勤務手当、休日勤務手

当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、特殊

勤務手当及び退職手当をいう。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（初任給調整手当） （初任給調整手当） 

第１１条 第一種初任給調整手当は、次の各号に掲げる職に新たに採用された職員に対

して、当該各号に定める額を超えない範囲内の額を第１号に掲げる職に係るものにあ

っては採用の日から３５年以内、第２号に掲げる職に係るものにあっては採用の日か

ら５年以内の期間、採用の日（第１号に掲げる職に係るものにあっては、採用後市長

が規則で定める期間を経過した日）から１年を経過するごとにその額を減じて支給す

る。 

第１１条 初任給調整手当は、次の各号に掲げる職に新たに採用された職員に対して、

当該各号に定める額を超えない範囲内の額を第１号に掲げる職に係るものにあっては

採用の日から３５年以内、第２号に掲げる職に係るものにあっては採用の日から５年

以内の期間、採用の日（第１号に掲げる職に係るものにあっては、採用後市長が規則

で定める期間を経過した日）から１年を経過するごとにその額を減じて支給する。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

２ 前項の職に在職する職員のうち、同項の規定により第一種初任給調整手当を支給さ

れる職員との権衡上必要があると認められる職員には、同項の規定に準じて、第一種

２ 前項の職に在職する職員のうち、同項の規定により初任給調整手当を支給される職

員との権衡上必要があると認められる職員には、同項の規定に準じて、初任給調整手



初任給調整手当を支給する。 当を支給する。 

３ 前２項の規定により第一種初任給調整手当を支給される職員の範囲、第一種初任給

調整手当の支給期間及び支給額その他第一種初任給調整手当の支給について必要な事

項は、市長が規則で定める。 

３ 前２項の規定により初任給調整手当を支給される職員の範囲、初任給調整手当の支

給期間及び支給額その他初任給調整手当の支給について必要な事項は、市長が規則で

定める。 

第１１条の２ 新たに採用された職員であって、採用の日において、当該職員に適用さ

れる給料表の給料月額のうち第５条第３項の規定により当該職員の属する職務の級並

びに第６条第１項、第２項、第４項及び第５項の規定により当該職員の受ける号給に

応じた額（定年前再任用短時間勤務職員その他の規則で定める職員にあっては、規則

で定める額）並びにこれに第１３条の規定による地域手当の支給割合を乗じて得た額

の合計額（その額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）に１２を乗

じ、その額を勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務時間に５２を乗じたもので除

して得た額（その額に５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上

１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げた額）（次項において「特定

額」という。）が、その在勤する地域における民間の賃金の最低基準を考慮して規則

で定める額（次項において「基準額」という。）を下回るものには、採用の日から規

則で定める日までの間、第二種初任給調整手当を支給する。 

２ 第二種初任給調整手当の月額は、規則で定めるところにより基準額と特定額との差

額を月額に換算した額とする。 

３ 第１項の規定の適用を受ける職員以外の職員で、同項の規定により第二種初任給調

整手当を支給される職員との権衡上必要があると認められるものとして規則で定める

ものには、規則の定めるところにより、前２項の規定に準じて、第二種初任給調整手

当を支給する。 

４ 前３項に規定するもののほか、第二種初任給調整手当の支給に関し必要な事項は、

規則で定める。 

〔新設〕 

（勤務１時間当たりの給与額の算出） （勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第２３条 第１６条から第１８条までに規定する勤務１時間当たりの給与額は、給料の 第２３条 第１６条から第１８条までに規定する勤務１時間当たりの給与額は、給料の



月額及びこれに対する地域手当の月額並びに初任給調整手当の月額の合計額に１２を

乗じ、その額を勤務時間条例第２条に規定する１週間当たりの勤務時間に５２を乗じ

たものから市長が規則で定める時間を減じたもので除して得た額とする。 

月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に１２を乗じ、その額を勤務時間条例

第２条に規定する１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたものから市長が規則で定め

る時間を減じたもので除して得た額とする。 

２ （略） ２ （略） 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

医療職給料表（一） （略） 医療職給料表（一） （略） 

医療職給料表（二） （略） 医療職給料表（二） （略） 

備考 この表は、薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、管理栄養

士、栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等に適用する。 

備考 この表は、薬剤師、獣医師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、

栄養士、歯科衛生士、理学療法士、作業療法士、機能訓練士、言語聴覚士、マッサ

ージ師等に適用する。 

医療職給料表（三） （略） 医療職給料表（三） （略） 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

行政職給料表（一） 行政職給料表（一） 

等級 基準となる職務 

１級 （略） 

２級 （略） 

３級 主任の職務 

４級 係長の職務 

５級 副課長の職務 

６級 副部長又は課長の職務 

 

 

７級 部長の職務 
 

等級 基準となる職務 

１級 （略） 

２級 （略） 

３級 主任、主任保育士、主任教諭の職務 

４級 係長、主査、主査保育士、主査教諭の職務 

５級 副課長、副室長、副所長、副参事、副事務長、園長、副園長の職務 

６級 １ 副部長、総合支所長、会計管理者、自治振興事務所長、消防次長、課

長、室長、所長、参事、事務長、指導保育士、指導教諭の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要とする園長の職務 

７級 部長、理事、事務局長、消防長の職務 
 

行政職給料表（二） 行政職給料表（二） 

等級 基準となる職務 等級 基準となる職務 



１級 看護助手、環境整備員又は道路整備員の職務 

２級 相当の技能又は経験を必要とする看護助手、環境整備員又は道路整備員の

職務 

３級 １ 高度の技能又は経験を必要とする看護助手、環境整備員又は道路整備

員の職務 

２ 主任看護助手、主任環境整備員又は主任道路整備員の職務 
 

１級 看護助手、環境整備員、道路整備員、用務員、調理員、清掃員の職務 

２級 相当の技能又は経験を必要とする看護助手、環境整備員、道路整備員、用

務員、調理員、清掃員の職務 

３級 １ 高度の技能又は経験を必要とする看護助手、環境整備員、道路整備

員、用務員、調理員、清掃員の職務 

２ 主任看護助手、主任環境整備員、主任道路整備員の職務 
 

医療職給料表（一） （略） 医療職給料表（一） （略） 

医療職給料表（二） 医療職給料表（二） 

等級 基準となる職務 

１級 医療技師、管理栄養士又は栄養士の職務 

２級 １ （略） 

２ 高度の知識又は経験を必要とする医療技師、管理栄養士又は栄養士の

職務 

３級 １ （略） 

２ 特に高度の知識又は経験を必要とする医療技師、管理栄養士又は栄養

士の職務 

４級  

１ 特に高度の知識又は経験を必要とする薬剤師の職務 

２ 困難な業務を行う医療技師、管理栄養士又は栄養士の職務 

３ 主任薬剤師の職務 

４ 主任技師の職務 

５ 主任管理栄養士又は主任栄養士の職務 

５級 運営副部長、運営課長、課長、運営副課長又は副課長の職務 

 

 

６級 運営部長又は副部長の職務 
 

等級 基準となる職務 

１級 医療技師、栄養士の職務 

２級 １ （略） 

２ 高度の知識又は経験を必要とする医療技師、栄養士の職務 

 

３級 １ （略） 

２ 特に高度の知識又は経験を必要とする医療技師、栄養士の職務 

 

４級 １ 運営副課長、副室長の職務 

２ 特に高度の知識又は経験を必要とする薬剤師の職務 

３ 困難な業務を行う医療技師、栄養士の職務 

４ 主任薬剤師の職務 

５ 主任技師の職務 

６ 主任栄養士の職務 

５級 １ 運営副部長、運営課長、運営参事、室長、参事、医療技術長、医療技

師長の職務 

２ 困難な業務を行う運営副課長、副室長の職務 

６級 運営部長の職務 
 



医療職給料表（三） 医療職給料表（三） 

等級 基準となる職務 

１級 （略） 

２級 １ 保健師、助産師又は看護師の職務 

２ （略） 

３級 １ 高度の知識又は経験を必要とする保健師、助産師又は看護師の職務 

２ （略） 

４級  

１ 特に高度の知識又は経験を必要とする保健師、助産師又は看護師の職

務 

２ 係長（主任保健師）、主任助産師又は主任看護師の職務 

５級 運営副部長、運営課長、課長、運営副課長又は副課長（保健師長）の職務 

 

 

６級 運営部長又は副部長の職務 
 

等級 基準となる職務 

１級 （略） 

２級 １ 保健師、助産師、看護師の職務 

２ （略） 

３級 １ 高度の知識又は経験を必要とする保健師、助産師、看護師の職務 

２ （略） 

４級 １ 運営副課長、副所長、助産師長、看護師長の職務 

２ 特に高度の知識又は経験を必要とする保健師、助産師、看護師の職務 

 

３ 係長（主任保健師）、主査（主任保健師）、主任看護師の職務 

５級 １ 運営副部長、運営課長、所長、運営参事、副助産所長、副課長（保健

師長）、副参事（保健師長）の職務 

２ 困難な業務を行う運営副課長、副所長、助産師長、看護師長の職務 

６級 運営部長、センター次長、助産所長、参事の職務 
 

 

 （新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第４条 新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１７年新城市条例第２２０号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 手当の種類は、管理職手当、初任給調整手当（第一種初任給調整手当及び第二種初

任給調整手当をいう。以下同じ。）、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当、単

３ 手当の種類は、管理職手当、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、住居手当、通

勤手当、単身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務



身赴任手当、在宅勤務等手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間

勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当及び退職手当と

する。 

手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当及び

退職手当とする。 

（初任給調整手当） （初任給調整手当） 

第５条 第一種初任給調整手当は、専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補

充が困難であると認められる職に新たに採用された職員に対して支給する。 

第５条 初任給調整手当は、専門的知識を必要とし、かつ、採用による欠員の補充が困

難であると認められる職に新たに採用された職員に対して支給する。 

第５条の２ 第二種初任給調整手当は、新たに採用された職員であって、採用の日にお

いて、当該職員が受けるべき給料及び地域手当の額について管理者が定めるところに

より計算した勤務１時間当たりの額が、当該地域における最低賃金法（昭和３４年法

律第１３７号）による地域別最低賃金の額を考慮して管理者が定める額を下回るもの

に対して支給する。 

２ 前項の規定による第二種初任給調整手当を支給される職員との権衡上必要があると

認められるものとして管理者が定める職員には、同項の規定に準じて、第二種初任給

調整手当を支給する。 

〔新設〕 

（会計年度任用企業職員の給与） （会計年度任用企業職員の給与） 

第２６条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員として任用さ

れる企業職員（次項において「会計年度任用企業職員」という。）の給与の種類は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

第２６条 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員として任用さ

れる企業職員（次項において「会計年度任用企業職員」という。）の給与の種類は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定めるところによる。 

（１） 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員として任用される企業

職員 給料、地域手当、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手

当、期末手当、勤勉手当及び特殊勤務手当 

（１） 地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員として任用される企業

職員 給料、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手当、期末手

当、勤勉手当及び特殊勤務手当 

（２） （略） （２） （略） 

２ （略） ２ （略） 

 

（新城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第５条 新城市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年新城市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 



（下線部分は改正部分） 

新 旧 

（会計年度任用職員の給与） （会計年度任用職員の給与） 

第３条 この条例において「給与」とは、フルタイム会計年度任用職員にあっては給

料、初任給調整手当（第一種初任給調整手当及び第二種初任給調整手当をいう。第１

７条において同じ。）、地域手当、通勤手当、在宅勤務等手当、時間外勤務手当、休

日勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、特殊勤務手当及び退

職手当をいい、パートタイム会計年度任用職員にあっては報酬、期末手当及び勤勉手

当をいう。 

第３条 この条例において「給与」とは、フルタイム会計年度任用職員にあっては給

料、初任給調整手当、地域手当、通勤手当、在宅勤務等手当、時間外勤務手当、休日

勤務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、期末手当、勤勉手当、特殊勤務手当及び退職

手当をいい、パートタイム会計年度任用職員にあっては報酬、期末手当及び勤勉手当

をいう。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（初任給調整手当等の準用） （初任給調整手当等の準用） 

第８条 給与条例第１１条、第１１条の２、第１３条及び第１５条の規定は、フルタイ

ム会計年度任用職員について準用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる規

定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるもの

とする。 

第８条 給与条例第１１条、第１３条及び第１５条の規定は、フルタイム会計年度任用

職員について準用する。 

第１１条の２第１項 第５条第３項 新城市会計年度任用職員の

給与及び費用弁償に関する

条例（令和元年新城市条例

第１１号）第５条 

第６条第１項、第２項、第

４項及び第５項 

同条例第６条 

第１３条 同条例第８条において準用

する第１３条 

勤務時間条例第２条第１項

に規定する勤務時間 

当該フルタイム会計年度任

用職員について定められた

〔新設〕 



１週間当たりの勤務時間  
（勤務１時間当たりの給与額） （勤務１時間当たりの給与額） 

第１７条 第９条において準用する給与条例第１６条、第１０条において準用する給与

条例第１７条及び第１１条において準用する給与条例第１８条に規定する勤務１時間

当たりの給与額は、給料の月額、これに対する地域手当の月額及び初任給調整手当の

月額の合計額に１２を乗じ、その額を当該フルタイム会計年度任用職員について定め

られた１週間当たりの勤務時間に５２を乗じたものから規則で定める時間を減じたも

ので除して得た額とする。 

第１７条 第９条において準用する給与条例第１６条、第１０条において準用する給与

条例第１７条及び第１１条において準用する給与条例第１８条に規定する勤務１時間

当たりの給与額は、給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計額に１２を乗

じ、その額を当該フルタイム会計年度任用職員について定められた１週間当たりの勤

務時間に５２を乗じたものから規則で定める時間を減じたもので除して得た額とす

る。 

２ （略） ２ （略） 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬） （パートタイム会計年度任用職員の報酬） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 前３項の「基準月額」とは、これらの規定に規定するパートタイム会計年度任用職

員の１週間当たりの通常の勤務時間が勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務時間

と同一であるとした場合に、その者の職務の内容及び責任、職務遂行上必要となる知

識、技術及び職務経験等に照らして第４条から第６条までの規定を適用して得た額

に、給与条例第１３条第２項の規定の例により計算して得た額を加算した額とする。 

４ 前３項の「基準月額」とは、これらの規定に規定するパートタイム会計年度任用職

員の１週間当たりの通常の勤務時間が勤務時間条例第２条第１項に規定する勤務時間

と同一であるとした場合に、その者の職務の内容及び責任、職務遂行上必要となる知

識、技術及び職務経験等に照らして第４条から第６条までの規定を適用して得た額と

する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 （第二種初任給調整手当に関する経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和１０年３月３１日までの間における第３条の規定による改正後の新城市職員の給与に関する条例第 

１１条の２第１項の規定の適用については、同項中「第１３条」とあるのは、「第１３条又は新城市職員の給与に関する条例及び新

城市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例の一部を改正する条例（令和７年新城市条例第１０号）附則第７項」と

する。 

 （その他の経過措置の規則への委任） 



３ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な経過措置は、規則で定める。 

（新城市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正） 

４ 新城市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年新城市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

附 則 附 則 

（新城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） （新城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２８ 暫定再任用職員(新城市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例

附則第５項、第６項、第１０項、第１１項、第１３項、第１４項、第１６項又は第１

７項の規定により採用された職員をいう。)で地方公務員法第２２条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占めるものは、新城市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

(平成１７年新城市条例第４４号)第２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職

員とみなして、同条例の規定を適用する。 

２８ 暫定再任用職員(新城市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例

附則第５項、第６項、第１０項、第１１項、第１３項、第１４項、第１６項又は第１

７項の規定により採用された職員をいう。)で地方公務員法第２２条の４第１項に規

定する短時間勤務の職を占めるものは、この条例第６条の規定による改正後の新城市

職員の勤務時間、休暇等に関する条例(平成１７年新城市条例第４４号。以下この項

において「新条例」という。)第２条第３項に規定する定年前再任用短時間勤務職員

とみなして、新条例の規定を適用する。 

(新城市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置) (新城市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置) 

３２ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新城市

職員の給与に関する条例第１６条第３項及び第４項の規定を適用する。 

３２ 暫定再任用短時間勤務職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、この条

例第９条の規定による改正後の新城市職員の給与に関する条例(以下「新給与条例」

という。)第１６条第３項及び第4項の規定を適用する。 

３３ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新城市職員の給与

に関する条例第１１条の２第１項及び第２０条第３項の規定を適用する。 

３３ 暫定再任用職員は、定年前再任用短時間勤務職員とみなして、新給与条例第２０

条第３項の規定を適用する。 

３４ 新城市職員の給与に関する条例第２１条第１項の職員に暫定再任用職員が含まれ

る場合における勤勉手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定

に係る同項の規定の適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務職員」

とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び地方公務員法の一部を改正する法律

(令和３年法律第６３号)附則第４条第１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則

３４ 新給与条例第２１条第１項の職員に暫定再任用職員が含まれる場合における勤勉

手当の額の同条第２項各号に掲げる職員の区分ごとの総額の算定に係る同項の規定の

適用については、同項第１号中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前

再任用短時間勤務職員及び地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年法律第６３

号)附則第４条第１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条第３項の規定に



第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)、第５条第１項若しく

は第３項、第６条第１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条第３項の規

定により読み替えて適用する場合を含む。)又は第７条第１項若しくは第３項の規定

により採用された職員(次号において「暫定再任用職員」という。)」と、同項第２号

中「定年前再任用短時間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫

定再任用職員」とする。 

より読み替えて適用する場合を含む。)、第５条第１項若しくは第３項、第６条第１

項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。)又は第７条第１項若しくは第３項の規定により採用された職員

(次号において「暫定再任用職員」という。)」と、同項第２号中「定年前再任用短時

間勤務職員」とあるのは「定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員」とす

る。 

３５ 新城市職員の給与に関する条例第６条、第１１条及び第１２条の規定は、暫定再

任用職員には適用しない。 

３５ 新城市職員の給与に関する条例第６条、第１１条から第１３条まで及び第１４条

の規定は、暫定再任用職員には適用しない。 

３６ 新城市職員の給与に関する条例附則第１１項から第１７項までの規定は、令和３

年改正法附則第３条第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しな

い。 

３６ 新給与条例附則第１１項から第１７項までの規定は、令和３年改正法附則第３条

第５項又は第６項の規定により勤務している職員には適用しない。 

(新城市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置) (新城市職員の退職手当に関する条例の一部改正に伴う経過措置) 

３７ 暫定再任用職員(令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項(これらの規定

を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)、第５条第

１項から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条

第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)又は第７条第１項から第４項

までの規定により採用された職員をいう。)に対する新城市職員の退職手当に関する

条例第２条第１項の規定の適用については、同項中「採用された者」とあるのは、

「採用された者及び地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年法律第６３号)附則

第４条第１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。)、第５条第１項から第４項まで、第６条第１項若し

くは第２項(これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。)又は第７条第１項から第４項までの規定により採用された職員」とす

る。 

３７ 暫定再任用職員(令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項(これらの規定

を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)、第５条第

１項から第４項まで、第６条第１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条

第３項の規定により読み替えて適用する場合を含む。)又は第７条第１項から第４項

までの規定により採用された職員をいう。)に対するこの条例第１０条の規定による

改正後の新城市職員の退職手当に関する条例(以下この項及び次項において「新条

例」という。)第２条第１項の規定の適用については、同項中「採用された者」とあ

るのは、「採用された者及び地方公務員法の一部を改正する法律(令和３年法律第６

３号)附則第４条第１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条第３項の規定

により読み替えて適用する場合を含む。)、第５条第１項から第４項まで、第６条第

１項若しくは第２項(これらの規定を同法附則第９条第３項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。)又は第７条第１項から第４項までの規定により採用された職

員」とする。 

３８ 新城市職員の退職手当に関する条例第１０条第４項の規定は、附則第１項第１号 ３８ 新条例第１０条第４項の規定は、附則第１項第１号に掲げる規定の施行の日以後



に掲げる規定の施行の日以後に同項の事業を開始した職員その他これに準ずるものと

して同項の規則で定める職員に該当するに至った者について適用する。 

に同項の事業を開始した職員その他これに準ずるものとして同項の規則で定める職員

に該当するに至った者について適用する。 

(新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措置) (新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正に伴う経過措置) 

３９ 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項、第５条第１項から第４項ま

で、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項から第４項までの規定により採用

された職員については、新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５条、

第６条及び第１９条から第１９条の３までの規定は、適用しない。 

３９ 令和３年改正法附則第４条第１項若しくは第２項、第５条第１項から第４項ま

で、第６条第１項若しくは第２項又は第７条第１項から第４項までの規定により採用

された職員については、新城市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５条、

第６条、第８条、第１０条及び第１９条の規定は、適用しない。 

 

   理 由 

 この案を提出するのは、令和７年人事院勧告に準拠した措置を講ずる等のため必要があるからである。 



第９号議案 
   新城市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等の一部改正 
 新城市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 
  令和８年２月２５日提出 

新城市長 下 江 洋 行   
 
   新城市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例等の一部を改正する条例 

（新城市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部改正） 

第１条 新城市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（平成１７年新城市条例第５０号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

別表（第５条関係） 別表（第５条関係） 

区分 鉄道賃 船賃 航空賃 その他の交通費 宿泊費 

（１夜につき） 

宿泊手当 

（１夜につ

き） 

議長 

副議長 

議員 

実費 実費 

等級の

あるも

のは最

上級に

次ぐ等

級 

実費 市長に支給する

旅費の額に相当

する額 

市長に支給する

旅費の額に相当

する額 

市長に支給す

る旅費の額に

相当する額 

 

区分 鉄道賃 船賃 航空賃 車賃 宿泊料 

（１夜につき） 

食卓料 

（１夜につ

き） 

議長 

副議長 

議員 

実費 実費 

等級の

あるも

のは最

上級に

次ぐ等

級 

実費 バス料金 

バスによらない

ものは１キロメ

ートルにつき３

７円 

１３，０００円 ２，５００円 

 

 

（新城市証人等の実費弁償に関する条例の一部改正） 

第２条 新城市証人等の実費弁償に関する条例（平成１７年新城市条例第５２号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 



新 旧 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

鉄道賃 船賃 航空賃 その他の交

通費 

宿泊費 

（１夜につき） 

宿泊手当 

（１夜につき） 

実費 実費 

等級のある

ものは最上

級に次ぐ等

級 

 

実費 一般職の職

員の例によ

り算定した

額 

実費（１１，０

００円を上限と

する。） 

一般職の職員の

例により算定し

た額 

 

鉄道賃 船賃 航空賃 車賃 宿泊料 

（１夜につき） 

食卓料 

（１夜につき） 

実費 実費 

等級のある

ものは最上

級に次ぐ等

級 

実費 バス料金 

バスによら

ないものは

１キロメー

トルにつき

３７円 

１０，０００円 ２，０００円 

 

 

（新城市職員の旅費に関する条例の一部改正） 

第３条 新城市職員の旅費に関する条例（平成１７年新城市条例第５３号）の一部を次のように改正する。 

（下線部分は改正部分） 

新 旧 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１） 内国旅行 本邦（本州、北海道、四国、九州及びこれらに附属の島の存する

領域をいう。以下同じ。）における旅行をいう。 

〔新設〕 

（２） 外国旅行 本邦と外国（本邦以外の領域（公海を含む。）をいう。以下同

じ。）との間における旅行及び外国における旅行をいう。 

〔新設〕 

（３） 出張 職員が公務のため一時その在勤庁（常時勤務する在勤庁のない場合又

は任命権者若しくはその委任を受けた者（以下「出張命令権者」という。）が認め

る場合には、その住所、居所その他出張命令権者が認める場所）を離れて旅行する

（１） 出張 職員が公務のため一時その在勤庁を離れて旅行することをいう。 




